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【は じめ に】
韓国 の 玄関 口 で ある仁川 (イ ン チ ョ ン) ･ 金浦 (キ ン ポ) 両国際空港か ら東方 に向か い ､
ソウ ル 市の 中心部 - と進む と､ そ の 行程 は高速道路 の ような幹線道路と常に寄り添うよう
に悠々 と凍れ る大河 で ある漢江 (ハ ン ガン) と ､ 遠景なが ら超高層 ビ ル群が 林立す る中心
地 区が 臨まれ る ｡ そ して ､ 同特別 市に近づくに つ れ ､ こ の大河を挟む ように ､ やが て街並
みは ､ リ バ ー サイ ド流域 一 体が ､ 一 団的開発と して の 高層住宅群 で覆われ ､ 規則正 しく川
面 に沿 っ て 建ち並 び ､ 幾筋も の層 をなす ようにまたは ､ 幾重に も織り なす ように見えてく
る の で ある｡ こ の 情景はまるで ､ 韓国がア ジア的経済不況 をい ち早く乗り超え て大きく経
済発展 を遂げて い るこ と を証明 して い るかの ようで もある ｡
さて ､ こ の小論 の狙 い は ､ 分譲 マ ン シ ョ ン の建替え動向という点から ､ 集合建物法との
閑適を明 らかと し､韓国民法典 との 関係 を分析す るこ と にある｡ とい うの は ､ 五年程前に雑
誌 ｢住宅+ (V O L. 49, 2000. 10) で 取り上 げられた拙稿に ある程度時間を置い て , 批判
的に検討を加 えた い という思 い が次第に強く感じられてきた か らで ある｡ 同拙稿の 趣 旨は ､
韓国の 経済発展 の 過程で ､ 産業構造が変化 し都市化 の ウ ェ ー ブが ソ ウル 市を中心 に急速 に
進展 して きた 中で ､ 都市居住 の 担 い手と して の マ ン シ ョ ン が 定着した ｡ そ して こ の プ ロ セ
ス の 中で ､ さらに驚く べ き現象と して ､ わずか 20年程度前に大量に建設された中層団地の
建替え に よるも の が案外多く含まれて い るとい う こと を踏まえ ､ 鉄筋 コ ン ク リ ー ト構造 の
住宅が わずか 2 0年で建替えられ るこ と､ しかも大量に発生 して い る こと へ の驚きと ､ わが
国の 現状に対 比させ ると ｢建築後30年+ を超 える住宅が 2000年内にも総ス ト ッ ク約 3 8
0 万戸の うち1 2 万戸に達し､ ｢建築後 20年+ となると 93 万戸を数えるに至 り ､ どの よう
な改善策 が妥当なの か ｡ 韓国 の 情況 に潜む何か が ､ わが 国に対 し大き な示唆に富む提言と
なり得 る よ‾うに考 えた｡ そ して ､ ひとつ の 帰結と して集合建物法とわが 国における｢建物の
区分所有等 に関する法律+ (以下 : 区分所有法) との 酷似性 を指摘 し､ ｢効用増+ の是非が
建替えを促す制度的側面であると捉えた の で あっ た ｡ しか し､ こ の 5 年間で様々 な諸研究
等に触れ てみ る と､ 効用増の是非は, マ ン シ ョ ン 建替え実例か らすると, 一 側面 に留まる
も の で あ っ て ､ 更なる多面的な分野が重大 か つ 重要な役割を担うと推測す るに至 っ た の で
ある｡ こ こ で は ､ 嘩観と推測の 域を出ない議論となろうが ､ 韓国における マ ン シ ョ ン建替
えの 背景 ､ 法構成 ､ 制度の 展開を示 しつ つ ､ 今後の 予測とわが国との制度比較を試み る こ
とにす る｡
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【韓国に お ける マ ン シ ョ ン建替 えの 背景ヨ
韓国建設交通部2の 調査デ ー タに よ ると ､ 韓国全体の 99年末ま で の マ ン シ ョ ン 建替え実
績は実に 708件を数 え ､ 検討住宅となると 1163件に迫 る勢い で あるo これ を ソ ウル特別市
に限 っ て みて み る と､ 前者が 522件､ 後者が 飢2件に達 して い る｡ わ が国と比較す ると､
阪神 地区で の被災 マ ン シ ョ ン に お ける建替え例を含まない老朽化を主とする実例が こ れ ま
でに 80件程度とされ て い る 3から ､ マ ン シ ョ ン建替 えにお ける取組み が ､ わが国とはま る
で雲泥 の 差を示 して い る ことに なる｡
こ うい っ た こ とが なぜ起 こ りえるか ｡ 2000年夏と 01 年春に現地調査を行 っ た ｡ 大韓住
宅公社 (京畿道 城南市)､ 正 しい 建替え実践全国組合連合会 (ソウル特別市 ･ キム ･ ジ ン
ス 一 会長)､ 建替え着手 ･ 着工前住宅等で の 関係者か らの 聞取り調査 ･ 見学 した こ とで ､ 浮
か び上が っ てきた 事実 を簡単にまとめて み ると､ 1)韓国にお ける 1998年 の金融危機 4は ､
ソウル 特別市近郊 の地価を下落さすまで には至 っ て いな い 2) 国内全般で い える こ とだろ
うが世帯数に対 して住宅数が 不足 して い る 3) 産業構造の 転換期で あり人 口が ソウル と い
つ た大都市圏に集積 ･ 集中する過程で ある5｡ 1) 2) 3) を理由と して ､ マ ン シ ョ ン建替
えに あた っ て は ､ ほ とん どが 等価交換方式を採用する こ とが 可能で ､ 従前居住者が無償で
新た な専有床面積を､ これまで以上に取得す るこ とが できた ｡ さらに 4番 目 の 理由と して
は ､ 集合建物法は ､ わが 国の 83年区分所有法とほぼ同 - で あるもの の ､ ｢住宅建設促進法+
と呼ばれ る法律が あり ､ 老朽化 の認 定 ､ 容積率緩和措置 ､ コ ン セ ンサ ス 緩和措置が盛り込
まれ ､ 等価交換方式 に よる マ ン シ ョ ン建替えを優位に進めさす ことができ る ように思われ
た｡ また ､ 5点目 の 理由と して は ｢住民の 考え方+ が挙げられ るだろうか｡ 当時建替え 工
事に着手中の マ ン シ ョ ン を訪ねた折､ 建替え組合の執行部と話 し合う時間が あ っ た｡ 5階
建 て の団地型住宅が 20階建て以上 の住宅に変わ ろうと して い る中で ､ 今まで の建物 は 20
年 で寿命が きたと判断され､ 今度 の建物 は何年もたせるか との 問い には ､ ｢今度は パイ ピン
グの 改修 まで は行 いた い+ と したも の の ｢30､ 40年経 っ たらまた建替えればよ い+ と話す｡
わが 国に お ける ｢住宅双六+ とは ち ょ っ と違うが ､ どうも建替え るた び に家族構成､ 時 の
設備水準 に マ ッ チ した住戸 を望ん で い こ うとい う ム ー ドが か なり強く ､ 建物 - の 継続的 な
居住 へ の 関心とい うの は希薄で あると思われた｡
こ の よ うに非常に高い建替え需要 を支える要因は ､ 従前 よりも新住戸 の 専有床面積が広
が る等価交換方式が ごく普通に普及 し､ ソウル 特別市の 近郊でもそれが可能 な経済的状況
を確保して い る中にあり ､ さらに ､ こ の流れに制度も後押 しして い る こ とが第1点目の 理
由で ､ 第 2点目 と して は ､ 一 言で言 っ て しまえば国民性と いう こ とになろう｡ 公共性 を帯
び て い る マ ン シ ョ ン で あ っ ても ､ あまり修繕して長持ちさそうという考えは ほとん ど見 ら
れず､ どうも住宅 を ｢近代的なビ ル に したい+ ｢よ り大きな住戸に した い+ とい う発想 が強
い と見受けられた｡ 大韓住宅公社に よると ､ ｢ビラ 6と呼ばれ る 3階建て前後 の低層 マ ン シ
ョ ン に比 べ 20階建て以上 の超高層 マ ン シ ョ ンの 方が圧倒的に人気が高い+と して い る の は ､
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新規住宅も含め て 高層 ･ 超高層住宅が好まれて い るという現実か らも推察され よう｡
【マ ン シ ョ ン建替え事例①】
ハ デ ィ ウォ ン住宅 (京鼓道 ｡ 城南市) 81- 82年入居 , 大韓住宅公社分譲
5階建て 20棟 全 9 1 0戸 ･ 00年 7月着工 0 3年 9月竣 工 同公社施 工
現地詞査 : 同住宅建替え組合ジ ョ ･ ヨ ン ム 理事長他3名
建替え構想が 浮上 してきたの は ､ 韓国内を代表する大企業の ア プ ロ ー チに よ るもの で 96
年の こ と｡ 建替えた い とい う住民側 の意思と して は ､ やは り住宅の 狭小性が 第 一 の 理由で ､
給 ･ 排水管他管類の 交換が問題化 ､ さらに暖房と して 用い られ る練炭を燃料と した器具利
用の た め ､ 建物自体 の 老朽化が特に進ん だと指摘 した｡ 金融危機が訪れ民間の 大企業が建
替え事業か ら撤退 したもの の ､ そ の 後を公社に依頼 し着工 に こ ぎ着けた ｡
既存住宅は ､ 36m
2
180戸 ､ 43m
2
450戸 ､ 53m
2
150戸 ､ 63m
2
130戸計 910戸で ある.
こ の 建替えには店舗 19戸 3棟も参加 ｡ 狭小性 につ いて は当初 ､ 2戸 1住宅とい う考え方 も
あっ たが税金が 2倍 にな るの で あればい っ そ 建替えが合 理的と して コ ンセ ン サス を求めて
い る｡ また ､ 店舗住棟の参加 に つ い て は ､ 同住宅団地の中心 に あ っ た もの を幹線道路沿い
に移動する ことで経済的活性化を可能と しコ ン セ ン サス を求め て い る0
と こ ろで ､ 同住宅団地の建替えに お ける特徴は ､ 建替 え決議 が 2000年にな っ て成立 して
い ながら (全戸合意) 住宅棟 20棟 の 内の 1棟4戸が住戸 の 明渡しに反対 した｡ 当時4戸分
の住棟 一 棟だ けが 取り残され て い る中で 工事が進行 して い るo 住戸明渡 しをめ ぐる住民同
士 の 争い は ､ 法廷闘争の段階にあ っ て ､ すで に 一 審､ 二審判決 (2000年8月 10 日判決)
で は建替え組合側 が勝訴 して い た ｡ なぜ裁判 で争う結果にな っ たか とい う点で は ､ 同組合
の 見方 か らす ると ｢ 一 度は建替えに賛成 して お い て ､ 結局は調整金の 上乗せ が 目的+ と話
す. これ は ､ 過去 の判例で 三春､ い わ ゆる最高裁ま で争うこ とに より調整金が倍 ･ 倍ゲ ー
ム とな っ た こ とを受けて の こ と だと し､ 他 にも ゴネ得を追求す るケ - ス が見られ るの だと
判断されて い る ｡ 現地調査 を通 した 経験か らする と､ こ の 辺 は わが 国の ケ ー ス とは明 らか
に相違 して い る点とい え るだろう｡
さて ､ 同住宅団地の建替えプラ
.
ン は ､敷地約 7ba に 15 - 23階建て住棟 17棟を建設｡ 1500
戸強の 超高層 ･ 高層住宅とする計画で あり､ 90m
3
弱の 住戸を 490戸 ､ 115 m
2
を700戸 ､ 148
m
2
を 185戸程度､ 160m2を 130戸程度と した o 従前が 36 m2の 住戸 の場合 ､ 新住戸で は約
56m2の住戸 を無償で取得できる こ とに なるo ごく平均的には 33m
2
程度買い増 しする のが 一
般的で ､ 使用容積率は従前が ほ ぼ70%で ､ こ の建替えに より 280%程度まで上昇した｡
【マ ン シ ョ ン建替え実例②】
蚕室 (チ ャ ム シ ル) 第1住宅公社ア パ ー ト (ソウル 特別市) 75- 77年入居､ 大帝住宅公社
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分譲
5階建て 12 3棟､ 全 5 390戸 200 1年着工
ソウル 市の 中心地区の 一 角に ､ ロ ッ テ ワ ー ル ド､ オ リ ン ピ ッ ク 公園とい っ た市民が集い ､
憩う街並みが ある かと思 えば ､ 隣接 して花見川 ､ 千葉幸町団地等 (千葉市) に見られ る よ
ぅな数千戸規模 の中層大規模団地群 と似た ような風景が 隣接す る o わが 国にお ける都市機
棉 (旧 ･ 日本住宅公 団) の 外壁改修目前の賃貸住宅とほぼ変わ らない ような団地群を特別
市の 中心地区で い く つ も散見する こ とが で きた ｡ こうい っ た 住宅群 の 中で なぜ ､ 同第1住
宅が 現地調査 の対象とな っ たの か と い うと､ ひと つ には改修時期を控 えた首都圏の 団地 と
よく似て い る点が上 げられ ､ もう ひとつ には ､ 四方に設 けられ た団地出入 り 口 に大書され
た垂 れ幕が何 を意味するの か興味をも っ た か らで あっ たo そ こ に は ｢ソウル 市は庶 民行政
だというが言葉だけ｡ 実際は財閥行政 だ｡ 財閥には 53階建 て の 建物建設を許 して い るの に ､
こ こ は 高い建物は建て られない と い うの はお か しい+ と記されて いた ｡ そ こ に住む住 民た
ちは漢江 に ほ ど近く都心 の ほ ぼ中心 に位置す る 同住宅の 立地条件をフ ル に利用 し再 開発
(- 建替え) を行 いた い と訴え て い ると い う｡
管理事務所や 同団地敷地内の調査で ､ 明らかと な っ たこ とは ､ 住民の機運が盛 り上が り
を見せ建替えを望 み運動が展開され始めて い るとの こと であ っ た｡ が ､ 具体の 計画プラ ン ､
事業内容まで明らか とな っ たわけで は ない o しかも ､ 同第1住宅 の ほか ､ 第 5住宅まで隣
接 し総計 二 万戸以上の 住宅団地を構成して い るo わ が国の 実例 と比較 し住宅規模の 違い を
考慮すれば建替え などあり えない 住宅規模で あるが､ 鳩 目経済新聞+2000年 9月 9 日付に
ょると同住宅を含む全体の超大規模団地が01年度より段階的に建替えを実施すると報道 し
て い た｡
こ の 時点で ､ 同住宅団地の 近く (南西方向に約 3km) に 臥 81- 84年に かけて同公社が
分譲した開浦 (ケ ポ) 住宅公社ア パ ー ト (敷地面積約 108 - ク タ
- ル ･ 15710戸) 地区が
ぁり ､ 5階建て 中層住棟を中心に構成されて い るo これもまた同様に建替えの 方向性で進展
して い るとい う具合で あっ た ｡
また､ 残 る蚕室地区の 四住宅団地 の現況は ､ 建物の 解体工事と併せて
一 部建築工事が進
行 してお り ､ 08 年 には全体が完成す る見通 しで ある
7
o 同建替え地区の従前の 総戸数は約
15000戸 ､ 中層 4 ､ 5階建て住棟が 中心で ､ 専有床面積は約 25m
2
か ら約 63m
2
で あり ､ 約
40m
2
から約 56 m
2
とい うの が全体の ほぼ九割を占めて い るo 建替え後 の専有床 面積は約 40
m
2か ら約 180m
2
になりその うち の 六書傾 が約 110 m
3
の住戸が 占める 8o 新住戸 の総数は約
17600戸で ､ 従前住戸の 一 戸当た りの 自己負担は ､ 平均で約 1200 万円 ､ 従前住戸の新住戸
へ の 戻り率 は二割弱程度とな っ て い る｡ 資金的効用増の 確保 とい う狙 いが強く ､ 同住宅団
地 - の継続的居住 というの は ､ こ の 数値から考え る こ とはで きない o
【現地 ヒ ア リ ン グ調査 : 正 しい 建替え実践全国組合連合会 (江南区)】
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2000年末まで の ､ こ の 民間の 建替え組合連合会には ､ 韓国国内の約 250組合､ 15万戸
ほ どが加盟 して い る｡ 同連合会 の設立 が 98年で あるから ､ わ が国にお ける任意の管理組合
協議会 - の加盟組合数と比 べ 短期間に著しく普及 し､ マ ン シ ョ ン居住者 の 関心 が建替えに
大きく傾 い て い る こ とが伺 え る｡
同連合会に よる と､ 韓国内で マ ン シ ョ ン建替えが急速 な高まりを見せ始めた の は ､ 95､
96年頃か らと してお り ､ 87年の制度改正以降徐々 に増えなが らもピ ー ク時を迎えたもの と
思わ れ る｡ 建替え へ 住民が取り組む とい う､ そ の 理 由は ｢建物 の急速な老朽化 ､ 安全性 の
欠如 に端 を発 し9 ､ より付加価値の 高い もの を求めた い+ と いう の が こ の流れ の背景で ある
と説 明 して い る｡ こ の 団体 の設立 趣旨に よれば ｢韓国社会が急速な都市化 の 時代を迎える
にあた っ て ､ 住宅 ･ 環境 ｡ 交通問題とい っ た多面的課題が提起 され て きて い る｡ 中で も住
宅問題 は韓国が抱 え る重要でか つ 重大な問題だ+ と認識 し､ 分譲 マ ン シ ョ ン 建替えにあた
っ て は ｢団結を持 っ て主体的 に未整備 の 制度 ･ 法律を現実に則 して発展的 に方向性 を改善
して いく べ きで ､ 過去の 屈折 した慣習を徹底的に排除 し､ 社会的必 要性を踏まえ ､ 住民代
表 を中心 と して推進され る現在の建替え事業に対す る否定的な認識を取払い ､ これまで 課
題 の 多か っ た再開発 ･ 建替え の プ ロ セ ス の 中に新しい基盤をな した い+ と述 べ ､ そ の た め
に 同連合会 を設置 した と して い る ｡
金 (キ ム) 会長 に よれ ば､ 同連合会に建替えの相談にきた住宅に つ いて は ､ 現地調査 を
行 い
■
本当に建替えが必要か どうか を分析｡ 単に付加価値の み の 追求で あれば ､ その後 の ア
プ ロ ー チは できな い とい う｡ 中には 立地の み を有効利用 し建替 えたい とする とこ ろもある
が , パ イ ピ ン グを改修するだけで住 み続けられ る住宅もあると して い る｡ 建替え着工 を控
え る住宅 に対 して は ｢賄賂の排除に 目を光らせ る ､ 住民 コ ミ ュ ニ テ ィ を支える+ と し､ 着
工 に あた っ て は ｢手抜き 工事+ を監視｡ コ ン サル 的役目を担 い なが ら ､ 不正 なこ とを防止
し専門性 をア ドバイ ス し建替え の 円滑なプロ セ ス を求め て いく の が狙 い だと話す｡ 同連合
会設 立後 こ こ 2 年間は ､ マ ン シ ョ ン建替え をテ ー マ とする シ ンポジウム を繰り返 し行 い ､
法改正 ､ 政策立案を内外に ア ピ ー ル して い るとい う｡ 余談では あるが ､ こ の連合会は全 国
版で 週刊 の 『建替え新聞』 を発行｡ 部数も3万部を数える とい う ことだ っ た｡ ｢韓国の マ ン
シ ョ ン居住者は建替えには 関JLを示すが ､ 維持 ･ 管 矧 こは あまり 関JL を示さない ､ 今後 は
修繕が ク ロ - ズ ア ッ プされ るだろう+ とい っ た こ とが 印象的だ っ た ｡
ちなみに ､ 韓国 には ､ こ うい っ た建替えをテ ー マ とする任意の組合協議会は成立 して い
るも の の ､ わが 国で見られ るような建物 の維持 ･ 管理 ､ それ に伴う コ ン セ ン サ ス の プ ロ セ
ス
､ 自分の財産は自分達で守ろうとい う意識 を醸成する ような任意の居住者団体､ 組合協
議会､ 非営利法人 (N P O法人) は 2000年当時は見当たらなか っ た｡
ただ ､ 01年わ串ミ国で ､ マ ン シ ョ ン管理適正化法 (｢マ ン シ ョ ン の 管理 の適正化 の推進 に
関する法律+) が施行され導入された管理面 の全般的な底上げを目指す ｢マ ン シ ョ ン管理士
制度+ は ､ すで に ｢住宅建設促進法+ の なかで触 れられてお り制度化されて い る｡ 韓国に
おけ るこ の制度は ､ 集合住宅の 管理を請負う管理会社の中に ､ こ うい っ た資格を持 つ 人間
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が存在 し管理 - 般 を下支えすると い う制度 で あるが ､ 集合住宅 に住む区分所有者は ､ 修繕
にか か る コ ス トを低く抑えた い と し ､ わ が国 で見 られ る大規模修繕工事は極力避 ける方向
性が 示 されて い るとい う特徴をも っ て い た (2000年 の現地調査)o
【韓国に お け る建 替え御慶の分析ヨ
わが国に お ける マ ン シ ョ ン法､ ｢83年区分所有法+ と韓国にお ける マ ン シ ョ ン法､ ｢集合
建物法+ (84年施行) は ､ 条文上ほ とん ど変わらない ｡ が ､ わが 国と違うの は ､ 建替えにお
い ては 同法 の ほか に ｢住宅建設促進法+(72年施行)､ ｢住宅建設促進法施行令+､ ｢住宅建設
促進法施行規則+ と呼ばれ るもの が あり ､ その 流れ を汲んだ形で ｢共同住宅管理令+ (81年
施行)､ ｢共 同住宅管理規則+ 等が 存在す る｡ しかも これ らは ､ 住宅規模別 に等価交換方 式
を採用 して の 建替え実現に大きく シ フ ト しう るとい うこ とは 先に簡単に触れた ｡ したが っ
て ､ わが国 にお ける建替えをめぐっ て の判例 と韓国の もの とでは比較にならないで あろ う｡
少なくとも 83年区分所有法六十 二 条における ｢老朽化+ ｢客観的要件+ という争点は ､ 韓
国にお い て こ の 時点ま で存在しな い の で あるo
わが 国の 83年区分所有法第六十 二条に当た る韓国法は ､ 集合建物法 第七節 再建築及
び復旧 ､ 第四十七 条 (再建築の決議) に該当する｡ 条文は ､ ｢建物建築後相当の期間が経過
し､ 建物が敦損､ 一 部滅失そ の他 の 事情によ り建物の 価格に比 べ 過多な修繕､ 復旧も しく
は管理 の 費用を要する場合 ､ または付近 の 土地の 利用状況の 変化その 他の 事情に より建物
を再建築すれ ば､ それ に要す る費用 に比 べ 著 しい効用の 増加が もた らされ る場合､ 管理団
集会は ､ そ の建物 を撤去 してそ の 敷地を区分所有権の 目的とな る新たな建物 の敷地と して
利用す べ き こ とを決議す る ことが 出来 る｡ ただ し ､ 再建築の 内容が団地内の 他の 建物 の 区
分所有者に特別 な影響を及ぼすときは ､ そ の 区分所有者の承諾を得なけれ ばならな い+ 第
二 項｢前項 の決議は ､ 区分所有者及び議決権の 各五分の 四以上 の 多数 に よる決議 によ る+第
三項 ｢再建築の決議をする ときは ､ 次ぎの事項 を定めなけれ ばならない+ 1｢新た に建築す
る建物 の設計 の概要+2 ｢建物 の撤去及 び新た な建物の建築に要す る費用 の概算額+ 3 ｢前
項に規定する費用 の 分担に 関する事項+ 4 ｢新たな建物 の 区分所有権の 帰属に関する事項+
第四 ､ 五項は省略す る ｡
四十七条は ､ 第二 章 の ｢団地+ をすで に包含 して規定 して い る｡ まず日本法との 大きな
違い は ｢効用増+ を認 めて い る点と､ ｢特別の 影響+ という概念を導入 して い るとこ ろであ
る ｡ わが 国の 老朽化に よ る建替え決議を巡 る判例 ､ さ らには阪神 ･ 淡路大震災に よる被災
マ ン シ ョ ン の 建替えに つ い て の 判例 上 ､ 常に争点となる ｢費用 の過分悼+ は ､ 日本 ･ 韓国
ともほ ぼ同 一 の条文で あるが ､ わが 国で最大の 争点 となると こ ろが ､ 韓国で は住宅建設促
進法が反 映 し､ 判決上具体の 問題 と して ク ロ ー ズア ッ プされた ケ ー ス は無 い ように推沸 さ
れ るo
韓国に おける建替えを巡る法廷闘争は 2000年までに 20例強を数える｡ その なかで ､ 特
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に注 目され る の は 四十七条第 一 項 の規定がそもそも争わ れ るの では なく ､ 住宅建設促進法
の多数決に よ る建替え決議が 問題化され ､ 手続き的畷疲の 存否 を めぐっ て若干争点になる
の で あっ て ､ 具体的 には ､ 建物 ､ 住戸 の ｢売渡 し+ ｢明渡し+ を争うもの が多い o 四十七条
その も の の 解釈で ク ロ ー ズア ッ プ され る ことはまず無い とい え る｡
とこ ろ で ､ 先 に挙げた建替え制度面での 韓国法 とわが 国の 区分所有法との相違点と して ､
法構造 ･ 法体系と いう点で触れ ておか なければならない こ とが ある｡ そ れ は ､ 集合建物法
の適用領域は ､ 20世帯未満の 住宅に つ い て全面的にそ の対象と し､ 20世帯以上 300世帯未
満の 住宅 ､ ある いは 300世帯以上 500世帯未満の 住宅 ､ 500世帯以上 の住宅で は ､ まず住
宅建設促進法､ 同施行令､ 共同住宅管理令が各々 詳細に適用領域をカ バ ー して い るとい う
こ とで あり ､ 住宅の 規模別 に綿密 な法規定が なされて い るとい うこ とで ある 10｡
なお ､ 住宅建設促進法で の 建替え に関す る規定は ､ 第四十四条の 三第七項で ｢ひ とつ の
住宅団地 内に複数の建物が存する老朽不 良住宅の 所有者が再建築しようとす る場合は集合
住宅 の所有及び管理に 関する法律第四十 七条第 一 項 の規定及 び同条第二 項の 規定に関わら
ず住宅団地内の 各棟別 (福利施設はひ と
●
っ の 棟とみなす) の 区分所有者及 び議決権の そ れ
ぞれ五分の 四以上の議決に より再建築するこ とができ る+ < 改正 2000. 1. 28> 11とする｡
韓国に お ける マ ン シ ョ ン建替えは ､ 実例① ､ ②以外で あっ て も漢江付近 ､ ソウル特別市
の 市街地 または 同近郊 の 大規模団地 を多数含んで い る｡ 集合建物法 の効用増の是非は ､ 建
替え促進 に 向けた 一 側 面を十 二 分に持 つ もの で あるが ､ 実例 の 多くは ､ まず住宅建設促 進
法の 適用 を受け､ 進行 して い る ｡ 同法施行令に よ る細か な規定につ い て こ こで は触れ ない
が ､ 再建組合 の設 立 ､ 抵 当権の 移行等具体の 手続を定めて い る こ とで ､ 建替え - の 円滑 な
シ フ トが 可能で あ っ た と見る こ とが でき る 12｡
【韓国法 の 新たな展 開】
最近 の 建替え制度を含んだ韓国法の 動向に触れ る前に 同国にお ける マ ン シ ョ ン普及 の 法
的要因に つ い て若干概観する こ とにす る｡ わが国における都市的居住形態で ある中高層共
同住宅は ､ い わゆる マ ン シ ョ ン と呼ばれ ､ こ の 名称が広く国民に行き渡 っ て い る｡ そ して ､
借家法に 基づく賃貸 マ ン シ ョ ン ( 賃貸借権)と区分所有法に基づく分譲 マ ン シ ョ ン (区分
所有権) との 二者に 区別される ｡ これが韓国に あっ ては ､ こ の 関係が ほ とん どなく マ ン シ
ョ ン は ほぼ区分所 有権に基づ い た 分譲 マ ン シ ョ ン で ある (フ ロ ー 時) とい う ことを､ 最初
に踏まえなければならない ｡
次に ､ 韓国民法典 (52 年施行) は ､ 第三章 所有権 第 一 節 所有権の 限界 第二 百十
五条 【建物の 区分所有】 第 一 項で ｢数人が 一 棟の 建物 を区分し ､ 各 々 その 一 部を所有して
い る時は ､ 建物とその付属物 の中の 共用する部分は ､ それらの 共有 13とする+ 第二項 ｢共
用部分の保存に関する費用そ の他 の負担は ､ 各自の所有部分の価格に比例 して分担する+14
と し現在も機能して い るが ､ 共有物の 変更 ･ 管理 にあた っ て ､ 民法の 中の 共有に関する規
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定を適用 しただ けで は ､ 集合建物 を中心 と した法律関係 を解決す るには 不可能に近か っ た
の で ､ 具体的な規律の 必要性 から ､ 第二 百十五条と併せ て集合建物法が制定され るに至 っ
た の だ と して い る 15｡
さて ､ 韓国にお ける分譲マ ン シ ョ ン ス ト ッ クは ､ 全国 ベ ー ス で全住宅 ス ト ッ ク の 六割強
を占め ､ 賃貸 マ ン シ ョ ン はそ の 五%未満 にす ぎない ｡ ソウル 特別市となると ､ マ ン シ ョ ン ス
ト ッ ク の割合は さらに増え ､ 賃貸 マ ン シ ョ ン はさらに減少す る 16｡ 最近では特に第 一 所得分
位に あた る国民救済を考慮し計画的な賃貸住宅供給の促進 を展開 しつ つ あるが ､ こ の背景
には ､ 韓国ならで はの 慣習が大きく作用 して い ると思われる｡ その主なも の の ひと つ が ｢伝
質+ (チ ョ ンセ) で あり ､ もうひ とつ が最近徐 々 に増えつ つ あるとい う ｢月貰+ (ウオ ル セ)
と呼ばれ るもの で ある｡ なかで も伝貰は ､ 韓国民法典にお い て第六 章 伝質権と して用益
物権の ひとつ と して規定されて い る (第三 百三条か ら第三百十九条)｡ 韓国にお ける慣習法
が物権の ひ とつ と して規定されて い るわけで ある 17｡
こ れは ､ 韓国にお ける マ ン シ ョ ン その もの の フ ロ ー は ､ わが国と大きく異 なり ､ 賃貸借 ･
所有権 ､ 若 しく は借地借家 ･ 区分所有の異な っ た 二 つ の供給方式で は なく 区所有権付 の 分
譲形式 で普及 し ､ そ の所有者が伝貰等 の形で住ま い 手 を見出す とい うことを示 して い る｡
マ ン シ ョ ン 建替えの 進行 に際して は ､ 伝貴人が多い こ とで ､ 建 替え実現が乱れ るとい うよ
りも ､ 伝質権 の取得 ･ 存続期間が明確で ､ む しろ住居 の所有権者の判断が大きく左右する
し､ 決 して 妨げには ならない ｡ わが国 にお ける借地 ･ 借家権 - の 対応 と比較すると建替え
に特化 しやす い環境に あると見られ る｡
と こ ろで ､ 前節で触れた行政法の 一 環で ある住宅建設促進法は ､ 民法典に付属する法律
で ある集合建物法が ､ 20戸以上の 共同住宅の 建替えを扱うには適さな いと して ､ そ の批判
に対処す る形で ､ 87年に改正 した経緯が ある｡ 建替えの 法的根拠を明確にするた め であ っ
た｡ また ､ 少 し遅れて 同法施行令も改正 され ､ 建替えを行 う判断基準 ､ 再建組合設立の 手
続等具体的で詳細な規定が設けられた 18｡
こ の 住宅建設促進法は近年 ､ 統合的 な改正 を行 い ､ そ の - 部は ｢都市及び住居環境整備
法+(02年成立 以下 :都市住居法) に反映 し､ 03年には ｢住宅法+ - と全面改正された｡
都市住居法は ､ 建替え事業が活発化す る過程で ､ 建替えに よ っ て建築後 10年ない し 20年
で共同住宅が解体撤去され ､ 新た に高層 ･ 高密度の建物が建設され る こ とで ､ 周 辺地域 の
都市基盤施設 の利用に負担をか けるなど様 々 な問題 を提示 し､ また 一 方で は ､ 建替え事業
推進 の過程で トラブル が露呈す るな ど社会問題化する ケ ー ス も見受けられたことか ら､ 韓
国政府が 建替え事業の 問題点を解消するため ､ 住宅団地 の建替え事業を再開発 の ように都
市計画 に基づく事業とみなすこ とを目的に 同法を制定 し､ 住居環境が不良な地域と老朽 ･
不良建築物を効率的に管理するた め ､ 再開発 ､ 建替え ､ 住居改善事業を統合 して制定され
た 19｡
また ､ 住宅法は ､ 韓国における所得水準 の 向上 に伴う多様な住宅 ニ ー ズに対処する ､ 低
所得者層の 居住の 安定の ため住宅 の福祉的機能を向上させ る､ 住生活の 質的側面を充実さ
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せる狙 い か ら ､ 新た な住宅政策の 一 環と して 登場 した ｡ また ､ 従来の 法体系 を見直し､ 類
似 ･ 重複する規定 を整理 し､ さ らに ､ 住宅組合制度 ､ 住宅管理制度の 見直しを行 い ､ 権限
の 地方委譲を図 っ たとい うも の で ある 20｡
【結び に代えて 一 今後の 展開に つ い て】
わが国 にお ける分譲 マ ン シ ョ ン の建替え実例は ､ バ ブル 経済の崩壊と叫ばれて 10年を猶
に超 え る現在に 至 っ て も ､ ほぼ頭打ちの 情況 を呈 して い るとい えるだろうo それは ､ 従前
居住者 の資金負担 の ない ､ 任意の 建替え手法で ある｢等価交換方式+で の 手法が最初 であり
主流だ っ たか らで ある｡ こ の 手法 を廃用 して いく には｢立地+ ｢未使用容積率+ ｢住宅規模+
とい っ た 3つ の制約をクリア して い かなけれ ばならない ｡ こ の 3 つ の制約 を2000年時点ま
で の 韓国 の事例に 当ては めて み る と､ 立地とい う制約は ､ 金融危機以後も ソ ウル特別市 の
近郊の 地価が ､ 1坪 900万ウォ ン - 1400万 ウォ ン (日本円で約 90 万円から1 40 万円) で
推移 して い るこ とで等積以上 (従前住戸 の 専有床面積と新住戸 の 専有床 面積が 同 一 の面積
で しかも無償で交換でき るとい うこ と) の 専有床 面積を取得でき るライ ン にある ｡ 続い て
未使用容積率 とい う点で は ､ ハ デ イオ ン住宅 の ケ ー ス で現容積率約 70% ､ 建替えに より
280% を使用す ると して い るこ とや ､ 建替えを検討する ソウル 市中心部の 2住宅団地 の容積
率が 70% として ､ 現在の ゾ ー ニ ン グか らすると未使用分が約 80- 1 80% ある ことにな るo
容積率 の 問題もクリア して い る｡ さらに ､ 住宅規模とな ると ､ コ ンセ ンサ ス が 100% 合意を
求め ざる を得ない わが 国の場合､ 区分所有者が 1 0 0戸を越えると成立が 困難で あるの に
対 し ､ 韓国は全体の 5分の 4以上 ､ 棟轟だと3分の 2以上 と緩和 して い る点で 可能性 を高
めて い る｡ ｢老朽化+ とい う点では ､ 住宅建設促進法の 施行令 (87年施行) で建替えは建築
後20年を経過 したもの を対象とする こ とを商 っ て お り ､20年が老朽化の 目安と して 機能 し
たわけで ある｡
現地調査の 段階で ､ 関係者の 多くが ｢現在､ 建替えして い る住宅が ､ 今後 20年ない し50
年 を迎えたときに また建替えすればよい+ と言っ て い るが ､ やが ては等価交換方式が採用
できず , 現在の ようなこ とは終蔦 の 時期を迎 える であろうと予測 し､ そ の過程こ そ管理 が
ク ロ ー ズア ッ プされ るときで あり ､ マ ン シ ョ ン普及が急速なだ けに深亥fj化する こ とが 予想
されたの で あるが ､ わが国における 02年区分所有法及び マ ン シ ョ ン建替え円滑化法 (｢マ
ン シ ョ ン の建替えの 円滑化等に関する法律+ 02年施行 以下 : 建替え円滑化法) が ､ 2000
年まで の韓国 の建替え制度に近 づき ､ 韓国がリ モ デリ ン グ (わが 国で い うリフ ォ ー ム) の
重視を詳細 ･ 具体に規定した住宅法 の施行 - シ フ トした というの は ､ ｢修繕+ - ｢建替え+
の時系列 的ベ ク ト/レが ､ 正反対 で あるだけに興味深 い ｡ が ､ わが 国におい て数十万戸規模
の建替えが足早 に訪れ るとは考 えにく い ｡
韓国 の マ ン シ ョ ン建替え実例 の なか で触れた蚕室地区の住宅団地建替えの 一 連の流れは ､
20 0年 の ダウ ン ゾ ー ニ ン グ政策､容積規制 の細分化 により ､余剰容積の確保が難 しくなり ､
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従前居住者の 費用負担が 目立 つ ｡ しか し､ 伝貰等 によ る コ ス ト回収が可能で あれ ば建替え
に シ フ トす る こ ともあろう｡ 新た な住居 の取得面積の 限定を受けつ つ も､ 政府系の住 宅金
融部門が 融資金利 を調整する こ とで ､ 建替え ニ ー ズ の継続 を行 い ､ 低利 な融資制度 を拡充
す る こ とで修繕を選択するケ ー ス も現れてく るだろう｡ こ の点で ､ 韓国にお ける マ ン シ ョ
ン政策は ､ 政府主導型で しか も経済政策と直結して い る方向性が 見られ る の で あるが ､ わ
が国 は ､ 建替えに向けて の 法制度の 緩和は進み つ つ も ､ 建替えの 事業化の 際の 住民の イ ン
セ ンテ ィ ブが コ ス ト回収 ､ 利子等 を考慮してもなか なか特化 しにく い 情況に あると考える
と韓国の ような マ ン シ ョ ン建替えブ ー ム は到来 しそうもない ｡ また ､ 推測 の 域は出ない の
で あ るが ､ 韓国の 建替え制度の 変化は ､ 住宅数/世帯数 - 住宅普及率の近年 の 上昇傾向 を
踏まえ つ つ ､ 住宅需給バ ラン ス の 均衡を予見 して の 政策と して 映る｡
10
ll
12
13
｢集合建物 の 所有及 び管理に 関する法律+ (1984施行)
建設交通部資料 (99年 12月 31 日付) 統計庁 分譲マ ン シ ョ ン の総 ス トッ ク ア パ
ー ト約 344万戸 ､ 連立住宅 ･ 多世帯住宅計 106 万戸 : 合計 450 万戸 (1995)
建設省建築研究所 ｢分譲マ ン シ ョ ン の 円滑な建替え手法 の 開発+ (2000年 3月)
建築 ･ 住宅 国際機構 ｢韓国の住宅事情と住宅政策+(99年9月)
前掲書 ソウル 市の人 口統計 1960年約 245 万人 ､ 1970年 553 万人 ､ 1980年 836 万
人 ､ 1990年1063 万人 ､ 全人 口 の うち4分の 1 が ソウル に集中して い る
｢Ⅴ山 a+ 郊外 の邸 宅, 別荘 : 低層 マ ン シ ョ ン : 連立住宅の モ ダン な呼び方で ある
再開発 コ ー ディネ ー タ ー 2005NO.11 3(2005.1.15発行) 43頁参照
前掲書 42頁参照
聖水 (ソ ン ス) 大橋崩落 (94年)､ 三豊 (サムデ ン) 百貨店崩壊 (95年)
楊 光珠 南 条済 藤本佳子 ｢日本の マ ン シ ョ ン管理士 と韓国 の住宅管理士+ マ
ン シ ョ ン学第 15号 (2003.4.1) 167頁参照
国土交通省 周藤利 一 氏翻訳 及 び 片桐善衛 マ ン シ ョ ン建替え をめ ぐっ て 亜細
亜法学第 30巻第2号 1996. 3 225- 236頁参照 ､ 朴 鍾斗 建物区分所有に関
す る日 ･ 韓両国法の 比較及び問題点 亜細亜法学第 31巻第2号 1 997.1 251-256
頁参照
周藤利 一 マ ン シ ョ ン管理セ ン タ ー 通信200号 25貢参照
韓国民法 262条 - 270条 金 鍾律 民法講義 博英社 2000 407-416頁参照 鄭
鍾休 チ ョ ン ジ ョ ン ヒ ュ 韓国民法典の 比 較法的研究 創文社 1989 214-2 7
頁参照
韓国民法典は ､ 共有の ほか に合有 ･ 総有を正面から認 めており ､ 共有262- 270条､ 含
有 271-274条 総有275･2 77条で規定する｡ 全体と して民法 第三章 所有権 第三
節 ｢共同所有+ を構成して い る｡ 韓国の集合住宅 の今後の 展開次第で は ､ 共同所有
- 50 -
に お ける合有的な展開が あるの か も しれ ない ｡
14 金 鍾律 民法講義 博英社 2000 385頁参照
･5 朴 鍾斗 建物区分所有に関す る 日 ･ 韓両国法の 比較及 び問題点 亜細亜法学第 31巻
第2号 1997 239頁参照
16 朴 信映 ソウル の 再開発 と住宅問題 市政研究 N O.118 1998. 1 91頁参照
17 鄭 鍾休 チ ョ ン ジ ョ ン ヒ ュ 韓国民法典の 比較法的研究 創文社 1989186｡
236･ 238頁参照
｢伝質権+ は伝賞金 を支払 い他人 の不動産 を占有して,その 不動産の 用途に従 い使用 ･
収益 した後 ､ そ の不動産 を返還 し伝賞金返還 して もらう韓国民法上 (三百三条
一 三
百十 九条) 用益物権で ある が ､ 建物に限 っ て 見てみ ると､ 実務上 ､ 建物 の所有者が
伝賞金 を受け建物を貸すが建物の 使用期間中に は借賃を受けず､
一 定 の 借用期間が
経過 した 後 (概ね 二年) に ､ 伝賞金 を返還 し建物を返 してもらう債権契約と して 普
及 して い る｡
18 朴 信映 韓国 の 建替えとそれ に関す る法律の 内容 と特性 マ ン シ ョ ン学第 19 号
2004.8 28頁参照
19 前掲書 28･ 29頁参照
20 周藤利 一 韓国の住宅法制度の 転換 都市的土地利用研究会 集住部会04.10資料参照
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